
平成23年12月期 決算短信〔日本基準〕（連結） 
平成24年2月13日

（百万円未満切捨て）

上場会社名 株式会社 大日光・エンジニアリング 上場取引所 大 

コード番号 6635 URL http://www.dne.co.jp
代表者 （役職名） 代表取締役社長 （氏名） 山口 侑男

問合せ先責任者 （役職名） 取締役副社長兼務経営企画室長 （氏名） 為崎 靖夫 TEL 0288-26-3930
定時株主総会開催予定日 平成24年3月27日 配当支払開始予定日 平成24年3月28日

有価証券報告書提出予定日 平成24年3月30日

決算補足説明資料作成の有無 ： 有

決算説明会開催の有無 ： 有 （機関投資家・アナリスト向け）

1.  平成23年12月期の連結業績（平成23年1月1日～平成23年12月31日） 

 

(2) 連結財政状態 

 

(3) 連結キャッシュ・フローの状況 

  

(1) 連結経営成績 （％表示は対前期増減率）

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

23年12月期 38,172 4.8 970 43.3 997 60.7 467 45.1
22年12月期 36,428 26.9 677 ― 620 ― 322 ―

（注）包括利益 23年12月期 450百万円 （490.2％） 22年12月期 ―百万円 （―％）

1株当たり当期純利益
潜在株式調整後1株当たり

当期純利益
自己資本当期純利益

率
総資産経常利益率 売上高営業利益率

円 銭 円 銭 ％ ％ ％

23年12月期 173.41 ― 20.6 4.8 2.5
22年12月期 119.44 ― 15.7 3.0 1.9

（参考） 持分法投資損益 23年12月期  ―百万円 22年12月期  ―百万円

総資産 純資産 自己資本比率 1株当たり純資産
百万円 百万円 ％ 円 銭

23年12月期 21,456 2,563 11.5 912.13
22年12月期 20,525 2,138 10.1 768.89

（参考） 自己資本   23年12月期  2,457百万円 22年12月期  2,075百万円

営業活動によるキャッシュ・フロー 投資活動によるキャッシュ・フロー 財務活動によるキャッシュ・フロー 現金及び現金同等物期末残高

百万円 百万円 百万円 百万円

23年12月期 946 △1,413 447 1,788
22年12月期 △250 △419 △490 1,833

2.  配当の状況 

 

年間配当金 配当金総額
（合計）

配当性向
（連結）

純資産配当
率（連結）第1四半期末 第2四半期末 第3四半期末 期末 合計

円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 百万円 ％ ％

22年12月期 ― 0.00 ― 8.50 8.50 22 7.1 1.1
23年12月期 ― 0.00 ― 17.00 17.00 45 9.8 1.8

24年12月期(予想) ― 0.00 ― 17.00 17.00 16.8

3.  平成24年12月期の連結業績予想（平成24年1月1日～平成24年12月31日） 
（％表示は、通期は対前期、第2四半期(累計)は対前年同四半期増減率）

 

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
1株当たり当期

純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

第2四半期(累計) 18,685 11.5 245 46.7 173 △9.4 87 △13.0 32.10
通期 38,186 0.0 629 △35.2 488 △51.1 273 △41.5 101.08



4.  その他 

(1) 期中における重要な子会社の異動（連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動） ： 無  

(2) 会計処理の原則・手続、表示方法等の変更 

(3) 発行済株式数（普通株式） 

（注）1株当たり当期純利益（連結）の算定基礎となる株式数については、「1株当たり情報」をご覧下さい。 

新規 ―社 （社名） 、 除外 ―社 （社名）

① 会計基準等の改正に伴う変更  ： 有

② ①以外の変更  ： 無

① 期末発行済株式数（自己株式を含む） 23年12月期 2,700,000 株 22年12月期 2,700,000 株

② 期末自己株式数 23年12月期 5,520 株 22年12月期 185 株

③ 期中平均株式数 23年12月期 2,697,855 株 22年12月期 2,699,911 株

（参考）個別業績の概要 

1.  平成23年12月期の個別業績（平成23年1月1日～平成23年12月31日） 

 

(2) 個別財政状態 

  

(1) 個別経営成績 （％表示は対前期増減率）

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

23年12月期 18,828 △2.2 863 62.8 803 87.6 428 107.4
22年12月期 19,255 31.9 530 87.4 428 144.2 206 86.6

1株当たり当期純利益
潜在株式調整後1株当たり当期純

利益
円 銭 円 銭

23年12月期 158.96 ―

22年12月期 76.57 ―

総資産 純資産 自己資本比率 1株当たり純資産
百万円 百万円 ％ 円 銭

23年12月期 15,283 3,343 21.9 1,240.78
22年12月期 14,413 2,980 20.7 1,104.06

（参考） 自己資本 23年12月期  3,343百万円 22年12月期  2,980百万円

※ 監査手続の実施状況に関する表示 
この決算短信は、金融商品取引法に基づく監査手続の対象外であり、この決算短信の開示時点において、金融商品取引法に基づく財務諸表の監査手続は終
了していません。 

※ 業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項 
本資料に記載されている業績見通し等の将来に関する記述は、当社が現在入手している情報及び合理的であると判断する一定の前提に基づいており、実際
の業績等は様々な要因により大きく異なる可能性があります。 
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(1）経営成績に関する分析 

当連結会計年度における当社グループを取巻く経営環境は、東日本大震災、タイ洪水というような大規模自然災害の

発生に加えて、欧州危機の深刻化、米国景気の減速とこれらの影響による超円高の継続、新興国成長の鈍化というグロー

バル経済情勢の悪化が顕現し、大変厳しい状況でありました。 

日本においては、東日本大震災直後は、計画停電から大口需要家に対する実質上の電力供給制限という厳しい環境を

強いられましたが、生産面では工場内ブロック毎の輪番出勤、部品調達面では木目細かいフォローなどの工夫によって乗

り切ったと言っても過言ではありません。 

中国においては、不動産バブルと天候不順の影響を受けてインフレ懸念が台頭、それに伴い人件費も高騰し、中央・

地方政府に対する不満も相俟って、従来の安価で豊富・勤勉な労働力を背景とした「ものづくり」拠点としてのメリット

が薄れつつあります。 

このような環境の下、当社グループは内外工場において更なる一段の生産性向上を目指して生産革新運動を展開した

結果、経営成績は以下のとおりとなりました。 

 当連結計会計年度における事業部門別の営業状況は、以下のとおりです。 

①日本 

 電子部品実装部門は、多品種・小ロット中心の産業機器用は最終製品の海外需要喚起により増産となりましたが、オフ

ィスビジネス機器用が超円高の影響などを受けて顧客の海外生産シフトにより減少し、社会生活機器用も下半期増産とな

ったものの上半期減産をカバーするには至らなかったため、前期比減少しました。また、光学機器が震災の影響による上

半期減産を下半期でカバーし通期では微増であった一方、ＰＯＳ端末を中心とする社会生活機器が下半期増産に転じた結

果通期ベースでも増加となり、産業機器も通期に亘って増産となったことが主因で、前期比増加しました。オフィスビジ

ネス機器販売は前期比横這いでしたが、人材派遣・業務請負は前期比増加しました。以上の結果、日本の売上高は19,873

百万円（前期比1.4%増）となりました。 

②アジア 

 香港・中国深圳子会社は、日本からの移管製品も含めてオフィスビジネス機器用が堅調に推移し、中国無錫子会社も複

合機能ＭＦＰを中心とするオフィスビジネス機器用が震災、タイ洪水による部品調達面での問題を克服し下半期増産とな

った結果、前期比増加しました。以上の結果、アジアの売上高は25,352百万円（前期比4.1%増）となりました。 

 以上の結果、当連結会計年度の売上高は38,172百万円（前期比4.8%増）となりました。 

損益面では、アジアにおいては上半期に先行実施された最低賃金引上げ、円高・非鉄金属高騰による部材の上昇とい

うマイナス要因が響き厳しい状況となった一方、日本においては震災による不安定な電力供給というマイナス要因をカバ

ーするため生産性向上に取組んだ結果、連結営業利益は970百万円（前期比43.3%増）となりました。 

営業外収支は、海外子会社において人民元高による為替差益計上が主因で、前期比改善しました。この結果、連結経

常利益は997百万円（前期比60.7%増）となり、これに震災関連を中心とする特別損失、法人税および少数株主利益を加減

した結果、連結当期純利益は467百万円（前期比45.1%増）となりました。 

  

(2）財政状態に関する分析 

①資産・負債及び純資産の状況 

Ａ）総資産 

 当連結会計年度末における総資産は、21,456百万円(前期末比930百万円増)となりました。流動資産は、受取手形

及び売掛金、たな卸資産が増加したこと等により、16,415百万円(前期末比106百万円増)となりました。固定資産

は、建物及び構築物、土地等の取得等により5,041百万円(前期末比824百万円増)となりました。 

Ｂ）負債 

 当連結会計年度末における負債合計は、18,893百万円(前期末比506百万円増)となりました。流動負債は、支払手

形及び買掛金が増加したこと等により、13,401百万円(前期末比40百万円増)となりました。固定負債は、社債およ

び長期借入金の増加により、5,492百万円(前期末比465百万円増)となりました。 

Ｃ）純資産 

 当連結会計年度末における純資産合計は、2,563百万円(前期末比424百万円増)となりました。株主資本が利益剰

余金増によって増加したものです。  

１．経営成績
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②キャッシュ・フローの状況 

 当連結会計年度末における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、前期末比44百万円減少し、1,788百

万円となりました。各キャッシュ・フローの状況は下記のとおりであります。 

Ａ）営業活動によるキャッシュ・フロー 

 営業活動の結果獲得した資金は946百万円となりました。税金等調整前当期純利益972百万円があったこと等による

ものであります。 

Ｂ）投資活動によるキャッシュ・フロー 

  投資活動の結果使用した資金は1,413百万円となりました。有形固定資産の取得による支出1,428百万円があった

こと等によるものであります。  

Ｃ）財務活動によるキャッシュ・フロー 

   財務活動の結果獲得した資金は447百万円となりました。長期借入による収入3,500百万円及び社債の発行による

 収入500百万円があったこと等によるものであります。  

 なお、キャッシュ・フロー指標は下記のとおりであります。 

  

（注）上記指標は下記に基づいて算出しております。 

   時価ベースの自己資本比率：株式時価総額／総資産 

   キャッシュ・フロー対有利子負債比率：有利子負債／営業キャッシュ・フロー 

   インタレスト・カバレッジ・レシオ：営業キャッシュ・フロー／利払い 

※ １．各指標は、いずれも連結ベースの財務数値より算出しております。 

※ ２．株式時価総額は、期末株価終値×期末発行済株式数により算出しております。 

※ ３．営業キャッシュ・フローは、連結キャッシュ・フロー計算書の営業活動によるキャッシュ・フローを使用し 

   ております。有利子負債は連結貸借対照表に記載されている負債のうち利子を支払っているすべての負債を 

   対象としております。また、利払いは、連結キャッシュ・フロー計算書の利息の支払額を使用しておりま 

   す。従い、平成19年12月期、平成20年12月期及び平成22年12月期の営業キャッシュ・フローがマイナスであ 

   ったことから、キャッシュ・フロー対有利子負債比率及びインタレスト・カバレッジ・レシオは記載してお 

   りません。 

  

(3）来期の見通し 

 2012年の経済情勢は、日本においては震災後の復興需要が景気の下支え機能を果たすと思われ、米国も大統領選挙を控

えて失業率の改善、住宅市場の回復など景気回復の兆しが見られますが、欧州は勝ち組ドイツ以外の国々では緊縮財政・

増税を強いられているため経済面では大変厳しい状況が継続すると思われ、それに伴い中国を始めとする新興国の経済成

長スピードも減速が予想されており、特に上半期は厳しい状況が継続すると予想されます。 

 このような経営環境をふまえて、当社グループは「日進月新」をスローガンに「自分で使う冶工具・検査器は自分でつ

くる」という発想で生産効率の更なる改善・コスト削減を進めると同時に、内外に展開している製造拠点・部品調達ネッ

トワークを武器に顧客層の拡大に一層注力してまいります。 

 以上をふまえて、平成24年12月期（平成24年1月1日～平成24年12月31日）の通期業績見通しを下記のとおりといたしま

す。 

 予想売上高      38,185百万円（前年同期実績比 13百万円増） 

 予想営業利益       629百万円（前年同期実績比341百万円減） 

 予想経常利益       488百万円（前年同期実績比509百万円減） 

 予想当期純利益      272百万円（前年同期実績比195百万円減） 

※ 上記の業績予想につきましては、発表日現在において入手可能な資料に基いて作成したものであり、今後起こりう

様々な要因によって、実際の業績は異なることがあります。 

  

  平成19年12月期 平成20年12月期 平成21年12月期 平成22年12月期 平成23年12月期

自己資本比率（％）  21.4  14.7  10.1  10.1  11.5

時価ベースの自己資本比率

（％） 
 17.8  3.5  3.9  9.1  7.4

キャッシュ・フロー対有利

子負債比率（年） 
 －  －  26.6  －  11.3

インタレスト・カバレッ

ジ・レシオ（倍） 
 －  －  2.5  －  5.2
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 (4）利益配分に関する基本方針及び当期・来期の配当 

  当社は、利益配分については、将来の事業展開と経営体質の強化のため必要な内部留保を確保しつつ、安定した

配当を継続的に実施していくことを基本方針としております。この方針に基づき、利益配当につきましては、経営

基盤強化のための内部留保の蓄積状況を考慮しながら決定する所存であり、平成23年12月期の利益配当金は１株当

たり17円とする予定であります。 

  なお、平成24年12月期の配当金は安定配当重視という観点から、1株当たり17円とする予定であります。 

  

(5)事業等のリスク 

 リスク要因となる可能性があると考えられる主な事項及びその他投資者の判断に重要な影響を及ぼすと考えられ

る事項には、以下のようなものがあります。 

 当社グループは、これらのリスク発生の可能性を認識した上で発生の回避及び発生した場合の対応に努める方針

であります。 

① 特定販売先への高い売上依存度 

 当社グループは、設立当初よりキヤノン株式会社及び同社の関係会社（以下、キヤノングループ）を主要販売先と

して業容を拡大してきた結果、当社グループ全体のキヤノングループへの売上依存度が高くなっております。このた

め、キヤノングループの製造計画の縮小・延期・中止、最終製品の販売状況によっては、当社グループの財政状態及

び経営成績に影響を及ぼす可能性があります。 

 なお、当社グループは経営の安定化を図るため、キヤノングループへの売上規模を維持拡大しつつも、新規取引先

への販路拡大にも注力しており、その結果としてキヤノングループへの売上依存度を相対的に低下させる考えであり

ます。 

② 海外での事業展開 

 当社グループでは、主要販売先による生産拠点の海外移転や海外における需要拡大などに対応するため、国内のほ

か中国等アジア地域に事業拠点を有しており、このため、中国等アジア地域の政治・経済情勢、法規制、税制等が変

化した場合、現地での紛争、災害、感染症等が発生した場合、当社グループの財政状態及び経営成績に影響を及ぼす

可能性があります。 

 また、当社グループは為替変動リスクを回避するため、社内規程に基づいて為替予約を行っております。しかしな

がら為替変動を完全に回避することは出来ないため、急激な為替変動が発生した場合、当社グループの財政状態及び

経営成績に影響を及ぼす可能性があります。 

③ 有利子負債依存度と財務体質 

 当社グループは、設備資金及び運転資金を主に金融機関からの借入金によって調達しているため、連結ベースの有

利子負債残高が連結総資産に占める比率である有利子負債依存度は、平成22年12月期末で50.6%、平成23年12月期末

で50.0%と高く、当社グループの業績は金利変動の影響を受けやすい状況にあります。 

 また、自己資本比率は平成22年12月期末で10.1%、23年12月期末で11.5%となっております。当社グループは、内部

留保に努め自己資本の積上げに注力いたしておりますが、販売先の値下げ要請による収益力の低下や生産体制の拡大

に伴う経費の増加等の要因によって期待した利益を得られない場合、財務体質の改善が遅れる可能性があります。 

 また、金融機関とコミットメントライン契約を締結しておりますが、財務制限条項に抵触した場合や金融機関によ

る与信制限や与信条件等の変更が行われた場合、事業展開に支障をきたし、当社グループの財政状態及び経営成績に

影響を及ぼす可能性があります。   

④ 製品の品質管理 

 当社グループが生産する製品はオフィスビジネス機器・社会生活機器等の最終製品に組込まれております。当社グ

ループでは、全生産拠点においてISO9001及びISO14001を取得するなど、国際的な品質管理体制を有しております

が、予期せぬ事象により当社グループ製品の不具合等に起因した最終製品の品質問題、リコール等が発生した場合、

多額の費用負担や当社グループの信用低下によって当社グループの財政状態および経営成績に影響を及ぼす可能性が

あります。 
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 当社グループ（当社及び当社の関係会社）は、当社と当社直接所有の海外子会社３社（香港、中国無錫市、ベトナ

ム）及び香港子会社の100％子会社１社（中国深圳市）、及び当社が73.5%保有する国内子会社1社により構成されてお

り、当社と海外子会社は電子機器メーカーを主要顧客としてオフィスビジネス機器・産業機器・光学機器、社会生活機

器などに組込まれる電子部品の受託加工事業を主な事業としており、国内子会社は人材派遣業及び業務請負業を事業と

しております。 

 当社グループの事業内容及び当社と海外子会社・国内子会社の上記事業に係る位置付けは以下のとおりであります。

 電子部品の受託加工事業のうち、中核となる電子部品実装部門は、電子回路が描かれている「プリント基板」への電

子部品実装（ロボット及び人間による手作業）を行うものであり、機構組立（筐体組立）部門は最終製品・電子モジュ

ールを組立・製造しております。 

 また、当社の海外子会社である TROIS ENGINEERING PRETEC HONG KONG LTD. は、中国における同社の子会社NEW 

TROIS ELECTRONICS（SHENZHEN）LTD. および他の委託生産工場を使用し、オフィスビジネス機器を中心に電子部品実装

を行っております。同じく海外子会社である TROIS ELECTRONICS（WUXI）CO.,LTD.は、電子部品実装に加えて光学機器

を中心とする機構組立を行っております。  

 当社製品を使用した最終製品は、オフィスビジネス機器、産業機器、光学機器、社会生活機器などに使用されてお

り、当社はこれら最終製品の基幹となる電子モジュールを製造しております。 

 創業以来蓄積した「ものづくり」のノウハウにより、当社グループは電子部品の受託加工にとどまらず、顧客である

完成品メーカー製品の設計段階における最適回路設計の提言から、量産メリットのある部品調達、試作品製造などの製

品化前の工程での関与に加え、従来業務である電子部品実装及び機構組立のあとの製品物流までを一貫して提供するこ

とが可能であり、電子機器を使用する幅広い製品分野においての受託加工業務を展開し、新規顧客開拓に努めておりま

す。 

 尚、当社グループでは電子部品実装部門において、小ロットの高付加価値製品は国内、大ロットの量産品は海外子会

社が生産するという分業体制を採用し、受託する製品及び顧客に応じて最適な生産体制をとっております。 

 以上を事業の系統図によって示すと次のとおりであります。  

  

２．企業集団の状況
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事業系統図 
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(1）会社の経営の基本方針 

 当社グループはオフィスビジネス機器用をはじめとする電子モジュールの受託加工を主力事業としており、創業以

来培ってきた「ものづくり」のノウハウを活かし、高品質な製品を提供できるＥＭＳ（エレクトロニクス・マニュフ

ァクチャリング・サービス）企業として、全てのステークホルダーから高い信頼を得られる企業となることを経営方

針としております。 

  

(2）目標とする経営指標 

 当社グループが、全てのステークホルダーから高い信頼を得て持続的に発展していくためには、自己資本の充実が

最重要課題と認識しております。このため、当社では売上高の拡大とともに、自己資本が効率的に蓄積されるよう、

利益率の改善を目標としております。 

  

 (3)中長期的な会社の経営戦略 

  当社グループの主たる事業は、オフィスビジネス機器、産業機器、社会生活機器等に使用するプリント配線基板に

電子部品を実装する電子部品実装部門と、実装したプリント配線基板も含めた部品を組立てて最終製品・電子モジュ

ールを生産する機構組立（筐体組立）部門に分かれ、この２つの部門から構成されているＥＭＳ（エレクトロニク

ス・マニュファクチャリング・サービス）であります。 

  電子部品実装業界は、日本における円高の進行と割高な人件費・人手不足により東南アジアから中国へと生産拠点

をシフトし、近時は中国での生産集中に伴うリスク分散という観点からアセアン諸国へのシフトという動きが出てき

ましたが、労働力の確保、従業員のモチベーション、低い産業集積等の問題を抱えている状況にあります。 

   一方、中国は高度成長下でインフレ懸念の台頭と人件費の高騰という状況が起こってきましたが、政府の懸命な

抑制により沈静化の兆しが見られ、電子部材関係の高い産業集積度と相俟って、いまだ競争力を維持していると言え

ます。 

  このような経済動向を踏まえて、電子部品実装部門の戦略としては、華南・華東地区に生産拠点を有する当社グル

ープの強みを生かして、ボリュームゾーンであるオフィスビジネス機器用実装においてはＱＣＤ（品質・コスト・納

期）を固めるとともに、ＬＥＤ照明、車載関連を中心とする社会生活機器用実装の受注拡大に注力してまいります。

光学機器中心とする機構組立部門は、無錫子会社の技術力を高めて対処するとともに、国内生産体制も強化してまい

ります。 

  

(4）会社の対処すべき課題 

① 自己資本の充実 

 平成23年12月期末での当社グループの連結自己資本比率は11.5%であります。これは主に「関係会社株式」として

海外子会社へ米ドル建てで資本金投資している資金が急激な円高により「為替換算調整勘定」に反映したこと、取引

先のコスト引下げ要請に対応してきたことによる利幅縮小、当社グループが設備資金及び運転資金を主に金融機関か

らの借入金によって調達していること、過去に当期純損失を計上したこと等、によるものであり、今後自己資本比率

の改善が必要であると認識しております。このため、当社グループでは、売上高の増加を図るとともに利益率も向上

させて内部留保の蓄積によって、自己資本比率の引き上げを図ってまいります。 

② 販売先の拡大 

 これまで当社グループは、内外において主にキヤノングループとの取引を行っております。 

 同社グループとの良好な関係を今後も拡大しながら、これまでに培ってきた製造技術力・生産管理力、部品購買

力、内外ネットワークを活かして社会生活関連機器を中心に用途の異なる最終製品に組込まれる電子モジュールの受

注に注力しており、その結果としてキヤノングループ以外の販売先に対する売上拡大を目指しております。 

③ 電子部品受託加工業務の高付加価値化による事業分野の拡大 

 当社グループは電子部品実装というものづくりからスタートし、産業機器用モジュールの組立も含めて技術の蓄積

に努めてきており、現在はＥＭＳ（エレクトロニクス・マニュファクチャリング・サービス）として幅広い分野にお

いて受託加工業務を展開しております。 

 当社グループの強みは、各種用途に組込まれる基板回路設計の段階から関与してコストダウンや部品特性を知り尽

くした最適な回路設計等の提案が可能であること、最適な電子部品を当社グループで独自に調達できること、在庫管

理機能の充実によって、大ロットのユニットから多品種・小ロットのユニットまで基板実装を効率的に行うことがで

き、更に顧客メーカーへの納期を厳守した配送も可能であります。 

 今後は相互補完関係を築くことが可能な企業との連携によって、電子モジュールとして供給して欲しいという取引

先のニーズにもスピーディーに対応出来る生産体制を構築し、大手ＥＭＳ企業とは異なる個性派ＥＭＳとして、これ

まで内外で蓄積してきた「ものづくり」のノウハウと生産拠点を活かして、高付加価値製品を取引先に供給する体制

を強化してまいります。 

３．経営方針
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④ 独自技術を使った新分野の展開 

 当社グループは所謂研究開発型企業ではなく、電子部品基板実装という「ものづくり」を基本に業容を拡大してま 

いりました。この「ものづくり」で蓄積したノウハウを活かして、当社の独自回路設計：モジュール開発による電源

用基板の量産体制を確立、内外において電源用基板実装分野での新規取引先獲得に注力しております。 

⑤ 海外子会社の効率化 

 当社グループの中国華南地区における現状生産体制は、TROIS ENGINEERING PRETEC HONG KONG LTD.が輸入を含む部

品購買、在庫管理、財務・経理機能を持ち、NEW TROIS ELECTRONICS (SHENZHEN) LTD.が製造を行っておりますが、

各々所在する香港と中国深圳地区それぞれの利便性と特質を十分に活用して最大限のメリットを追求すべく両社間の

連携をより強めて、無理・無駄を排除した効率的な生産体制を確立維持するために、生産革新運動を継続してまいり

ます。さらに、中国無錫子会社であるTROIS ELECTRONICS (WUXI) LTD.を含んだ、中国・香港子会社３社の役割分担

を明確にして運営管理の一体化、現地化を推進して経営効率化を図ってまいります。 

⑥ 品質向上・環境保全への取組 

 当社グループは従来から品質向上を最大の目標に掲げ、３Ｓ（スピード、シンプル、セルフ・コンフィデンス）を

合言葉に、当社グループ全社が生産革新運動に取り組んでおります。また、環境保全にも取り組んだ結果、当社グル

ープの全生産拠点においてISO9001及びISO14001を取得し、国際的な品質管理・環境基準に従った品質管理体制を保

有していることが認められました。しかし、当社グループ製品が組み込まれるオフィスビジネス機器、産業機器、光

学機器、社会生活機器、その他の最終製品の機能充実によって、当社グループが受託する製品もさらに高度な品質管

理体制を要求されることが予想されます。このため、従来にも増して品質維持管理及び環境対応への取組みを継続し

てまいります。 

  

(5）内部管理体制の整備・運用状況 

 当該事項につきましては、コーポレート・ガバナンスに関する報告書の「内部統制システムに関する基本的な考え

方及びその整備状況」に記載しております。 

  

(6）その他、会社の経営上重要な事項 

 該当する事項はありません。 
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４．連結財務諸表 
（１）連結貸借対照表 

（単位：千円）

前連結会計年度 
(平成22年12月31日) 

当連結会計年度 
(平成23年12月31日) 

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 1,833,188 1,788,489

受取手形及び売掛金 ※2  7,185,243 ※2  7,541,375

商品及び製品 691,350 888,835

仕掛品 520,384 354,999

原材料及び貯蔵品 5,196,742 5,361,012

繰延税金資産 28,773 42,837

その他 857,977 442,685

貸倒引当金 △4,536 △4,706

流動資産合計 16,309,125 16,415,527

固定資産   

有形固定資産   

建物及び構築物 2,950,508 3,753,651

減価償却累計額 △1,846,493 △1,946,813

建物及び構築物（純額） ※1  1,104,014 ※1  1,806,838

機械装置及び運搬具 4,336,733 4,380,997

減価償却累計額 △2,451,822 △2,615,698

機械装置及び運搬具（純額） 1,884,911 1,765,299

土地 ※1  185,568 ※1  465,568

その他 571,654 612,844

減価償却累計額 △367,646 △422,123

その他（純額） 204,008 190,720

有形固定資産合計 3,378,502 4,228,427

無形固定資産 91,741 91,668

投資その他の資産   

投資有価証券 275,227 225,055

保険積立金 377,492 403,370

繰延税金資産 32,369 33,438

その他 96,027 93,863

貸倒引当金 △34,662 △34,662

投資その他の資産合計 746,455 721,065

固定資産合計 4,216,699 5,041,160

資産合計 20,525,824 21,456,687

株式会社大日光・エンジニアリング(6635)平成23年12月期決算短信

9



（単位：千円）

前連結会計年度 
(平成22年12月31日) 

当連結会計年度 
(平成23年12月31日) 

負債の部   

流動負債   

支払手形及び買掛金 6,758,975 6,776,075

短期借入金 3,012,136 2,568,939

1年内返済予定の長期借入金 ※1  1,965,288 ※1  2,395,198

1年内償還予定の社債 ※1  370,500 ※1  397,000

リース債務 39,480 56,782

未払法人税等 202,847 285,952

その他 1,011,467 921,256

流動負債合計 13,360,696 13,401,204

固定負債   

社債 ※1  410,250 ※1  513,250

長期借入金 ※1  4,486,885 ※1  4,837,692

リース債務 102,682 102,592

繰延税金負債 846 －

退職給付引当金 24,869 35,090

その他 1,000 3,642

固定負債合計 5,026,533 5,492,267

負債合計 18,387,229 18,893,471

純資産の部   

株主資本   

資本金 856,300 856,300

資本剰余金 563,300 563,300

利益剰余金 1,284,078 1,728,978

自己株式 △112 △2,547

株主資本合計 2,703,566 3,146,031

その他の包括利益累計額   

その他有価証券評価差額金 △15,765 △63,204

繰延ヘッジ損益 △549 △130

為替換算調整勘定 △611,387 △624,970

その他の包括利益累計額合計 △627,702 △688,305

少数株主持分 62,730 105,490

純資産合計 2,138,594 2,563,216

負債純資産合計 20,525,824 21,456,687
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（２）連結損益計算書及び連結包括利益計算書 
（連結損益計算書） 

（単位：千円）

前連結会計年度 
(自 平成22年１月１日 
 至 平成22年12月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成23年１月１日 
 至 平成23年12月31日) 

売上高 36,428,527 38,172,132

売上原価 ※1  34,165,206 ※1  35,633,847

売上総利益 2,263,320 2,538,284

販売費及び一般管理費 ※2, ※3  1,586,218 ※2, ※3  1,568,260

営業利益 677,102 970,024

営業外収益   

受取利息 2,799 1,276

受取配当金 5,310 7,626

仕入割引 3,417 1,993

消耗品等売却益 28,105 52,390

為替差益 69,998 134,188

受取賃貸料 5,394 5,863

その他 48,777 47,351

営業外収益合計 163,803 250,689

営業外費用   

支払利息 168,927 180,032

支払手数料 33,681 24,845

社債発行費 4,883 4,041

その他 12,795 14,519

営業外費用合計 220,288 223,438

経常利益 620,617 997,275

特別利益   

固定資産売却益 ※4  4,590 ※4  1,077

投資有価証券売却益 2 －

保険解約返戻金 － 1,333

特別利益合計 4,592 2,410

特別損失   

固定資産売却損 ※5  16,808 ※5  2,831

固定資産除却損 ※6  862 ※6  5,728

投資有価証券売却損 4 －

投資有価証券評価損 4,300 5,709

その他の投資評価損 － 5,485

災害による損失 － 6,463

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 － 1,427

特別損失合計 21,976 27,646

税金等調整前当期純利益 603,233 972,040

法人税、住民税及び事業税 281,042 477,744

法人税等調整額 △22,610 △16,313

法人税等合計 258,432 461,431

少数株主損益調整前当期純利益 － 510,608

少数株主利益 22,320 42,760

当期純利益 322,481 467,848
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（連結包括利益計算書） 

（単位：千円）

前連結会計年度 
(自 平成22年１月１日 
 至 平成22年12月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成23年１月１日 
 至 平成23年12月31日) 

少数株主損益調整前当期純利益 － 510,608

その他の包括利益   

その他有価証券評価差額金 － △47,439

繰延ヘッジ損益 － 418

為替換算調整勘定 － △13,583

その他の包括利益合計 － ※2  △60,603

包括利益 － ※1  450,004

（内訳）   

親会社株主に係る包括利益 － 407,244

少数株主に係る包括利益 － 42,760
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（３）連結株主資本等変動計算書 

（単位：千円）

前連結会計年度 
(自 平成22年１月１日 
 至 平成22年12月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成23年１月１日 
 至 平成23年12月31日) 

株主資本   

資本金   

前期末残高 856,300 856,300

当期変動額   

当期変動額合計 － －

当期末残高 856,300 856,300

資本剰余金   

前期末残高 563,300 563,300

当期変動額   

当期変動額合計 － －

当期末残高 563,300 563,300

利益剰余金   

前期末残高 984,546 1,284,078

当期変動額   

剰余金の配当 △22,949 △22,948

当期純利益 322,481 467,848

当期変動額合計 299,532 444,900

当期末残高 1,284,078 1,728,978

自己株式   

前期末残高 △50 △112

当期変動額   

自己株式の取得 △61 △2,435

当期変動額合計 △61 △2,435

当期末残高 △112 △2,547

株主資本合計   

前期末残高 2,404,096 2,703,566

当期変動額   

剰余金の配当 △22,949 △22,948

当期純利益 322,481 467,848

自己株式の取得 △61 △2,435

当期変動額合計 299,470 442,465

当期末残高 2,703,566 3,146,031
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（単位：千円）

前連結会計年度 
(自 平成22年１月１日 
 至 平成22年12月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成23年１月１日 
 至 平成23年12月31日) 

その他の包括利益累計額   

その他有価証券評価差額金   

前期末残高 △50,099 △15,765

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 34,334 △47,439

当期変動額合計 34,334 △47,439

当期末残高 △15,765 △63,204

繰延ヘッジ損益   

前期末残高 △343 △549

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △206 418

当期変動額合計 △206 418

当期末残高 △549 △130

為替換算調整勘定   

前期末残高 △309,394 △611,387

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △301,993 △13,583

当期変動額合計 △301,993 △13,583

当期末残高 △611,387 △624,970

その他の包括利益累計額合計   

前期末残高 △359,837 △627,702

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △267,864 △60,603

当期変動額合計 △267,864 △60,603

当期末残高 △627,702 △688,305

少数株主持分   

前期末残高 40,410 62,730

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 22,320 42,760

当期変動額合計 22,320 42,760

当期末残高 62,730 105,490

純資産合計   

前期末残高 2,084,668 2,138,594

当期変動額   

剰余金の配当 △22,949 △22,948

当期純利益 322,481 467,848

自己株式の取得 △61 △2,435

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △245,544 △17,843

当期変動額合計 53,926 424,621

当期末残高 2,138,594 2,563,216
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（４）連結キャッシュ・フロー計算書 

（単位：千円）

前連結会計年度 
(自 平成22年１月１日 
 至 平成22年12月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成23年１月１日 
 至 平成23年12月31日) 

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税金等調整前当期純利益 603,233 972,040

減価償却費 573,161 540,605

貸倒引当金の増減額（△は減少） 3,981 170

退職給付引当金の増減額（△は減少） 13,752 10,221

受取利息及び受取配当金 △8,109 △8,902

支払利息 168,927 180,032

社債発行費 4,883 4,041

為替差損益（△は益） 44,399 28,143

投資有価証券売却損益（△は益） 2 －

投資有価証券評価損益（△は益） 4,300 5,709

有形固定資産除却損 862 5,728

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 － 1,427

有形固定資産売却損益（△は益） 12,218 1,753

売上債権の増減額（△は増加） △644,794 △410,948

たな卸資産の増減額（△は増加） △1,477,274 △224,495

仕入債務の増減額（△は減少） 785,159 14,850

未収消費税等の増減額（△は増加） △51,578 △1,296

その他 △44,190 393,516

小計 △11,066 1,512,599

利息及び配当金の受取額 8,550 8,891

利息の支払額 △166,046 △181,306

法人税等の還付額 － △8,928

法人税等の支払額 △81,465 △384,780

営業活動によるキャッシュ・フロー △250,028 946,475

投資活動によるキャッシュ・フロー   

定期預金の払戻による収入 10,000 －

投資有価証券の取得による支出 △14,992 △1,411

投資有価証券の売却及び償還による収入 1,646 －

有形固定資産の取得による支出 △462,323 △1,428,266

無形固定資産の取得による支出 △899 △3,417

有形固定資産の売却による収入 54,335 41,102

その他 △6,812 △21,752

投資活動によるキャッシュ・フロー △419,045 △1,413,745
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（単位：千円）

前連結会計年度 
(自 平成22年１月１日 
 至 平成22年12月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成23年１月１日 
 至 平成23年12月31日) 

財務活動によるキャッシュ・フロー   

短期借入金の純増減額（△は減少） 204,876 △379,288

長期借入れによる収入 1,850,000 3,500,000

長期借入金の返済による支出 △2,358,517 △2,719,283

社債の発行による収入 390,000 500,000

社債の償還による支出 △537,250 △370,500

自己株式の取得による支出 △61 △2,435

リース債務の返済による支出 △11,385 △53,878

配当金の支払額 △22,883 △22,916

その他 △4,883 △4,041

財務活動によるキャッシュ・フロー △490,104 447,657

現金及び現金同等物に係る換算差額 △112,092 △25,085

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △1,271,270 △44,698

現金及び現金同等物の期首残高 3,104,458 1,833,188

現金及び現金同等物の期末残高 1,833,188 1,788,489
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 該当事項はありません。  

  

  

  

  

継続企業の前提に関する注記

連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項

項目 
前連結会計年度

（自 平成22年１月１日 
至 平成22年12月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成23年１月１日 
至 平成23年12月31日） 

１．連結の範囲に関する事項 すべての子会社を連結しております。 

連結子会社の数   ５社 

連結子会社の名称 

TROIS ENGINEERING 

PRETEC HONG KONG LTD. 

NEW TROIS ELECTRONICS 

（SHENZHEN）LTD. 

TROIS ELECTRONICS（WUXI）CO.,LTD. 

株式会社ボン・アティソン 

TROIS ELECTRONICS（VIETNAM） 

CO.,LTD. 

すべての子会社を連結しております。 

連結子会社の数   ５社 

連結子会社の名称 

同左  

２．連結子会社の事業年度等

に関する事項 

連結子会社の決算日は、連結決算日と一

致しております。 

同左 

３．会計処理基準に関する事

項 

イ 有価証券 

その他有価証券 

イ 有価証券 

その他有価証券 

(1）重要な資産の評価基準

及び評価方法 

ａ．時価のあるもの 

決算日の市場価格等に基づく 

時価法 

（評価差額は全部純資産直入法

により処理し、売却原価は移動

平均法により算定） 

ａ．時価のあるもの 

同左 

  ｂ．時価のないもの 

移動平均法による原価法 

ｂ．時価のないもの 

同左 

  ロ デリバティブ 

時価法 

ロ デリバティブ 

同左 

  ハ たな卸資産 

(1）製品 

  先入先出法による原価法(貸借対照表 

 価額は収益性の低下に基づく簿価切下 

 げの方法により算定) 

ハ たな卸資産 

(1）製品 

同左  

  (2）商品、原材料、仕掛品 

  主として総平均法による原価法(貸借 

 対照表価額は収益性の低下に基づく簿 

 価切下げの方法により算定)  

(2）商品、原材料、仕掛品 

同左  

  (3）貯蔵品 

  最終仕入原価法(貸借対照表価額は収 

 益性の低下に基づく簿価切下げの方法 

 により算定) 

(3）貯蔵品 

同左 
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項目 
前連結会計年度

（自 平成22年１月１日 
至 平成22年12月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成23年１月１日 
至 平成23年12月31日） 

(2）重要な減価償却資産の

減価償却の方法 

イ 有形固定資産(リース資産除く) 

 当社は定率法を、また、在外連結子

会社は定額法を採用しております。た

だし、当社は平成10年４月１日以降に

取得した建物（附属設備を除く）につ

いては、定額法を採用しております。 

 なお、主な耐用年数は次の通りであ

ります。 

建物及び構築物     ２～50年 

機械装置及び運搬具   ２～12年 

 なお、取得価額10万円以上20万円未

満の少額減価償却資産については、３

年間で均等償却する方法によっており

ます。 

  

イ 有形固定資産(リース資産除く) 

同左 

  

  ロ 無形固定資産(リース資産除く) 

 定額法を採用しております。 

なお、ソフトウエア（自社利用）につ

いては、社内における利用可能期間

（５年）に基づく定額法を採用してお

ります。 

ロ 無形固定資産(リース資産除く) 

同左 

  ハ リース資産 

  リース期間を耐用年数とし、残存価 

 額を零(残価保証の取決めがある場合 

 は、残価保証額)とする定額法を採用し 

 ております。 

  なお、所有権移転外ファイナンス・ 

 リース取引のうち、リース取引開始日 

 が平成20年12月31日以前のものについ 

 ては、通常の賃貸借取引に係る方法に 

 準じた会計処理によっております。 

  

ハ リース資産 

同左  

(3）重要な引当金の計上基

準 

イ 貸倒引当金 

 債権の貸倒れによる損失に備えるた

め、一般債権については貸倒実績率に

より、貸倒懸念債権等特定の債権につ

いては個別に回収可能性を検討し、回

収不能見込額を計上しております。 

イ 貸倒引当金 

同左 
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項目 
前連結会計年度

（自 平成22年１月１日 
至 平成22年12月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成23年１月１日 
至 平成23年12月31日） 

  ロ 退職給付引当金 

 当社は従業員の退職給付に備えるた

め、当連結会計年度末における退職給付

債務及び年金資産の見込額に基づき計上

しております。 

(追加情報)  

  当社は、確定給付型の制度としての適

格退職年金制度を設けておりましたが、

平成22年12月1日付で適格退職年金制度

を、確定拠出年金制度および退職一時金

制度に移行いたしました。当該移行に伴

い「退職給付制度間の移行等に関する会

計処理」（企業会計基準適用指針第1号）

および「退職給付制度間の移行等の会計

処理に関する実務上の取扱い」（実務対

応報告第2号）を適用しており、この結

果、移行に伴う影響額として8,225千円計

上しております。 

ロ 退職給付引当金 

 当社は従業員の退職給付に備えるた

め、当連結会計年度末における退職給付

債務の見込額に基づき計上しておりま

す。 

   

  ハ 役員賞与引当金 

 当社及び国内連結子会社は、役員に

対して支給する賞与の支出に充てるた

め、当連結会計年度における支給見込

額基準に基づき、当連結会計年度の負

担額を計上しております。 

ハ 役員賞与引当金 

同左 

(4）重要なヘッジ会計の方

法 

イ ヘッジ会計の方法 

 繰延ヘッジ処理によっております。ま

た、為替予約等が付されている外貨建金

銭債権債務については、振当処理の要件

を満たしているものは振当処理を行って

おります。 

 さらに、金利スワップについては、特

例処理の要件を満たしているものは特例

処理を採用しております。 

イ ヘッジ会計の方法 

 繰延ヘッジ処理によっております。ま

た、為替予約等が付されている外貨建金

銭債権債務については、振当処理の要件

を満たしているものは振当処理を行って

おります。 

  

  ロ ヘッジ手段とヘッジ対象 

（ヘッジ手段） （ヘッジ対象） 

為替予約 外貨建金銭債権債務

金利スワップ 借入金の利息 

ロ ヘッジ手段とヘッジ対象 

（ヘッジ手段） （ヘッジ対象） 

為替予約 外貨建金銭債権債務

    

  ハ ヘッジ方針 

 当社は、外貨建取引の為替相場の変

動リスクを回避する目的で為替予約取

引を行い、また、借入金の金利変動リ

スクを回避する目的で金利スワップ取

引を行っており、ヘッジ対象の認識は

個別契約ごとに行っております。 

ハ ヘッジ方針 

 当社は、外貨建取引の為替相場の変

動リスクを回避する目的で為替予約取

引を行っており、ヘッジ対象の認識は

個別契約ごとに行っております。 
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項目 
前連結会計年度

（自 平成22年１月１日 
至 平成22年12月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成23年１月１日 
至 平成23年12月31日） 

  ニ ヘッジの有効性の評価方法 

 為替予約の締結時に、社内管理規程

に従って外貨建による同一金額で同一

期日の為替予約をそれぞれ振当ててい

るため、その後の為替相場の変動によ

る相関関係は完全に確保されているた

め、決算日における有効性の評価を省

略しております。 

 また、特例処理によっている金利ス

ワップについては、明らかに高い有効

性が認められるため、有効性の評価を

省略しております。  

ニ ヘッジの有効性の評価方法 

 為替予約の締結時に、社内管理規程

に従って外貨建による同一金額で同一

期日の為替予約をそれぞれ振当ててい

るため、その後の為替相場の変動によ

る相関関係は完全に確保されているた

め、決算日における有効性の評価を省

略しております。 

  

(5）連結キャッシュ・フロ

ー計算書における資金の

範囲 

 ―  手許現金、随時引き出し可能な預金及

び容易に換金可能であり、かつ価格の変

動について僅少なリスクしか負わない取

得日から３ヵ月以内に償還期日の到来す

る短期投資からなっております。 

(6）その他連結財務諸表作

成のための基本となる重

要な事項 

消費税等の会計処理 

 消費税及び地方消費税の会計処理は、

税抜方式によっております。 

消費税等の会計処理 

同左 

４．連結子会社の資産及び負

債の評価に関する事項 

 連結子会社の資産及び負債の評価につ

いては、全面時価評価法を採用しており

ます。 

― 

５．連結キャッシュ・フロー

計算書における資金の範囲 

 手許現金、随時引き出し可能な預金及

び容易に換金可能であり、かつ価格の変

動について僅少なリスクしか負わない取

得日から３ヵ月以内に償還期日の到来す

る短期投資からなっております。 

― 
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連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更

前連結会計年度 
（自 平成22年１月１日 
至 平成22年12月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成23年１月１日 
至 平成23年12月31日） 

― （資産除去債務に関する会計基準の適用） 

 当連結会計年度より、「資産除去債務に関する会計基

準」(企業会計基準第18号 平成20年３月31日)及び、

「資産除去債務に関する会計基準の適用指針」(企業会計

基準適用指針第21号 平成20年３月31日)を適用しており

ます。これにより、営業利益及び経常利益はそれぞれ116

千円、税金等調整前当期純利益は1,544千円減少しており

ます。また、当会計基準等の適用開始による資産除去債

務の変動額は2,590千円であります。 

追加情報

前連結会計年度 
（自 平成22年１月１日 
至 平成22年12月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成23年１月１日 
至 平成23年12月31日） 

―  当連結会計年度より、「包括利益の表示に関する会計

基準」(企業会計基準第25号 平成22年６月30日)を適用

しております。ただし、「その他の包括利益累計額」及

び「その他の包括利益累計額合計」の前連結会計年度の

金額は、「評価・換算差額等」及び「評価・換算差額等

合計」の金額を記載しております。 
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注記事項

（連結貸借対照表関係）

前連結会計年度 
（平成22年12月31日） 

当連結会計年度 
（平成23年12月31日） 

※１ 担保に供している資産 ※１ 担保に供している資産 

建物及び構築物 千円341,829

土地  千円136,336

合計 千円478,165

建物及び構築物 千円318,324

土地  千円416,336

合計 千円734,660

担保付債務は以下のとおりであります。 担保付債務は以下のとおりであります。 

一年内返済予定長期借入金 千円1,275,268

一年内償還予定社債 千円148,500

社債 千円128,250

長期借入金 千円3,208,265

合計 千円4,760,283

一年内返済予定長期借入金 千円1,468,222

一年内償還予定社債 千円168,000

社債 千円160,250

長期借入金 千円3,249,953

合計 千円5,046,425

※２ 期末日満期手形 

 期末日満期手形の会計処理については、手形交換

日をもって決済処理しております。なお、当期末日

が金融機関の休日であったため、次の期末日満期手

形が期末残高に含まれております。 

※２ 期末日満期手形 

 期末日満期手形の会計処理については、手形交換

日をもって決済処理しております。なお、当期末日

が金融機関の休日であったため、次の期末日満期手

形が期末残高に含まれております。 

受取手形 千円24,796 受取手形 千円32,541

３ 当社は運転資金の効率的な調達を行うため取引銀

行４行と貸出コミットメント契約を締結しておりま

す。これらの契約に基づく当連結会計年度末の借入

未実行残高は以下のとおりであります。 

３ 当社は運転資金の効率的な調達を行うため取引銀

行４行と貸出コミットメント契約を締結しておりま

す。これらの契約に基づく当連結会計年度末の借入

未実行残高は以下のとおりであります。 

貸出コミットメントの総額 千円2,200,000

借入実行残高       －

差引額 千円2,200,000

貸出コミットメントの総額 千円2,200,000

借入実行残高       －

差引額 千円2,200,000
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当連結会計年度（自 平成23年１月１日 至 平成23年12月31日） 

※１ 当連結会計年度の直前連結会計年度における包括利益 

  

※２ 当連結会計年度の直前連結会計年度におけるその他の包括利益 

  

（連結損益計算書関係）

前連結会計年度 
（自 平成22年１月１日 
至 平成22年12月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成23年１月１日 
至 平成23年12月31日） 

※１ 期末たな卸高は収益性の低下に伴う簿価切下後の

金額であり、次のたな卸資産評価損が売上原価に含

まれております。 

千円  

  

18,486

※１ 期末たな卸高は収益性の低下に伴う簿価切下後の

金額であり、次のたな卸資産評価損が売上原価に含

まれております。 

千円  

  

89,620

※２ 販売費及び一般管理費のうち、主要な費目及びそ

の金額は次のとおりであります。 

※２ 販売費及び一般管理費のうち、主要な費目及びそ

の金額は次のとおりであります。 

  

役員報酬 千円120,539

従業員給与手当  383,439

運搬費  379,645

減価償却費  31,445

退職給付費用  3,577

旅費交通費  115,854

  

役員報酬 千円125,772

従業員給与手当  386,687

運搬費  373,380

減価償却費  32,376

退職給付費用  4,612

旅費交通費  97,800

  

※３ 一般管理費に含まれる研究開発費 千円23,872

  

※３ 一般管理費に含まれる研究開発費 千円29,181

※４ 固定資産売却益の内訳は以下のとおりであります。 ※４ 固定資産売却益の内訳は以下のとおりであります。

  

   機械装置及び運搬具 千円4,590

  

   機械装置及び運搬具 千円1,077

※５ 固定資産売却損の内訳は以下のとおりであります。 ※５ 固定資産売却損の内訳は以下のとおりであります。

  

機械装置及び運搬具 千円16,808

合計 千円16,808

  

機械装置及び運搬具 千円2,824

その他有形固定資産 千円7

合計 千円2,831

※６ 固定資産除却損の内訳は以下のとおりであります。 ※６ 固定資産除却損の内訳は以下のとおりであります。

  

建物及び構築物 千円98

機械装置及び運搬具 千円177

その他有形固定資産 千円587

合計 千円862   

機械装置及び運搬具 千円5,685

その他有形固定資産 千円43

合計 千円5,728

（連結包括利益計算書関係）

親会社株主に係る包括利益  53,930 千円 

少数株主に係る包括利益  22,320   

計  76,250   

その他有価証券評価差額金  34,334 千円 

繰延ヘッジ損益  △892   

為替換算調整勘定  △301,993   

計  △268,551   
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前連結会計年度（自 平成22年１月１日 至 平成22年12月31日） 

１．発行済株式の種類及び総数に関する事項 

  

２．自己株式の種類及び株式数に関する事項 

 (注)普通株式の自己株式の株式数の増加０千株は、単元未満株式の買取りによるものです。 

  

３．新株予約権及び自己新株予約権に関する事項 

 該当する事項はありません。 

４．配当に関する事項 

(1）配当金の支払 

(2)基準日が当期に属する配当に関する配当のうち、配当の効力発生日が翌期となるもの 

  

  

（連結株主資本等変動計算書関係）

  
前連結会計年度末株式数 

(千株） 

当連結会計年度増加株式数

（千株） 

当連結会計年度減少株式数

（千株） 

当連結会計年度末株式数

（千株） 

発行済株式         

普通株式  2,700  －  －  2,700

合計  2,700  －  －  2,700

株式の種類 
前連結会計年度末株式数 

(千株) 
当連結会計年度増加株式数

(千株) 
当連結会計年度減少株式数

(千株) 
当連結会計年度末株式数

(千株) 

普通株式  0  0  －  0

決議 株式の種類
配当金の総額

(千円) 
１株当たり配当額

(円) 
基準日 効力発生日

平成22年３月29日

定時株主総会 
普通株式  22,949  8.50 平成21年12月31日 平成22年３月30日 

 決議 株式の種類 配当の原資 
配当金の総額

(千円) 

１株当た
り配当額
(円) 

基準日 効力発生日

平成23年３月29日

定時株主総会 
普通株式 利益剰余金  22,948  8.50 平成22年12月31日 平成23年３月30日 
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当連結会計年度（自 平成23年１月１日 至 平成23年12月31日） 

１．発行済株式の種類及び総数に関する事項 

  

２．自己株式の種類及び株式数に関する事項 

 (注)普通株式の自己株式の株式数の増加５千株は、主に取締役会決議による自己株式の取得５千株によるものです。 

  

３．新株予約権及び自己新株予約権に関する事項 

 該当する事項はありません。 

４．配当に関する事項 

(1）配当金の支払 

(2)基準日が当期に属する配当に関する配当のうち、配当の効力発生日が翌期となるもの 

  

  

  

  
前連結会計年度末株式数 

(千株） 

当連結会計年度増加株式数

（千株） 

当連結会計年度減少株式数

（千株） 

当連結会計年度末株式数

（千株） 

発行済株式         

普通株式  2,700  －  －  2,700

合計  2,700  －  －  2,700

株式の種類 
前連結会計年度末株式数 

(千株) 
当連結会計年度増加株式数

(千株) 
当連結会計年度減少株式数

(千株) 
当連結会計年度末株式数

(千株) 

普通株式  0  5  －  5

決議 株式の種類
配当金の総額

(千円) 
１株当たり配当額

(円) 
基準日 効力発生日

平成23年３月29日

定時株主総会 
普通株式  22,948  8.50 平成22年12月31日 平成23年３月30日 

 決議 株式の種類 配当の原資 
配当金の総額

(千円) 

１株当た
り配当額
(円) 

基準日 効力発生日

平成24年３月27日

定時株主総会 
普通株式 利益剰余金  45,806  17.00 平成23年12月31日 平成24年３月28日 

（連結キャッシュ・フロー計算書関係）

前連結会計年度 
（自 平成22年１月１日 
至 平成22年12月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成23年１月１日 
至 平成23年12月31日） 

※現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に掲

記されている科目の金額との関係 

※現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に掲

記されている科目の金額との関係 

（平成22年12月31日現在） 

  （千円） 

現金及び預金勘定 1,833,188

預入期間が3ヶ月を超える定期預金 －

現金及び現金同等物 1,833,188

（平成23年12月31日現在） 

  （千円） 

現金及び預金勘定 1,788,489

預入期間が3ヶ月を超える定期預金 －

現金及び現金同等物 1,788,489
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（リース取引関係）

前連結会計年度 
（自 平成22年１月１日 
至 平成22年12月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成23年１月１日 
至 平成23年12月31日） 

１ ファイナンス・リース取引(借主側) 

所有権移転外ファイナンス・リース取引 

(1) リース資産の内容 

  有形固定資産 

   主として電子部品受託加工事業における生産設備 

   (機械装置及び運搬具)であります。 

(2) リース資産の減価償却の方法 

   連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

  「３.会計処理基準に関する事項」に記載しておりま 

  す。  

   なお、所有権移転外ファイナンス・リース取引の 

  うち、リース取引開始日が、平成20年12月31日以前 

  のリース取引については、通常の賃貸借取引に係る 

  方法に準じた会計処理によっており、その内容は次 

  のとおりであります。  

１ ファイナンス・リース取引(借主側) 

所有権移転外ファイナンス・リース取引 

(1) リース資産の内容 

  有形固定資産 

同左  

(2) リース資産の減価償却の方法 

同左    

① リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相

当額及び期末残高相当額 

① リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相

当額及び期末残高相当額 

  
取得価額相
当額 
（千円） 

減価償却累
計額相当額 
（千円） 

期末残高相
当額 
（千円） 

機械及び装置  282,950  214,431  68,518

工具器具備品  3,253  2,407  846

ソフトウエア  125,426  74,526  50,899

合計  411,630  291,365  120,264

  
取得価額相
当額 
（千円） 

減価償却累
計額相当額 
（千円） 

期末残高相
当額 
（千円） 

機械及び装置  282,950  253,463  29,486

工具器具備品  3,253  3,058  195

ソフトウエア  125,426  99,611  25,814

合計  411,630  356,132  55,497

② 未経過リース料期末残高相当額等 

未経過リース料期末残高相当額 

② 未経過リース料期末残高相当額等 

未経過リース料期末残高相当額 

１年以内 千円68,738

１年超 千円58,249

合計 千円126,987

１年以内 千円41,074

１年超 千円17,174

合計 千円58,249

③ 支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相

当額 

③ 支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相

当額 

支払リース料 千円78,163

減価償却費相当額   千円72,894

支払利息相当額 千円4,076

支払リース料 千円71,027

減価償却費相当額   千円66,260

支払利息相当額 千円2,288

④ 減価償却費相当額の算定方法 

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする

定額法によっております。 

④ 減価償却費相当額の算定方法 

同左 

⑤ 利息相当額の算定方法 

リース料総額とリース物件の取得価額相当額との

差額を利息相当額とし、各期への配分方法につい

ては、利息法によっております。 

⑤ 利息相当額の算定方法 

同左 

２ オペレーティング・リース取引 

未経過リース料 

２ オペレーティング・リース取引 

未経過リース料 

１年内 千円59,568

１年超 千円28,998

合計 千円88,566

１年内 千円91,171

１年超 千円242,392

合計 千円333,563

（減損損失について） 

 リース資産に配分された減損損失はありません。 

（減損損失について） 

同左 
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  該当事項はありません。 

  

  

  

  該当事項はありません。  

  

  

  

  

（ストック・オプション等関係）

（企業結合等関係）

（税効果会計関係）

前連結会計年度 
（平成22年12月31日） 

当連結会計年度 
（平成23年12月31日） 

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳 

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳 

  (単位:千円) 

繰延税金資産   

貸倒引当金損金算入限度超過額 9,836

減損損失  6,272

たな卸資産評価損  72,527

無形固定資産減価償却超過額  29,330

未払事業税等 14,175

退職給付引当金 10,057

投資有価証券評価損否認 24,508

固定資産評価損否認 115,362

たな卸資産未実現利益 8,404

固定資産現物出資差額 772

その他有価証券評価差額金 6,331

税務上の繰越欠損金 115,940

その他 15,398

繰延税金資産小計 428,919

評価性引当額 △367,093

繰延税金資産合計 61,825

  (単位:千円) 

繰延税金資産   

貸倒引当金損金算入限度超過額 9,836

減損損失  －

たな卸資産評価損  36,242

無形固定資産減価償却超過額  27,053

未払事業税等 26,028

退職給付引当金 12,650

投資有価証券評価損否認 26,295

固定資産評価損否認 115,362

たな卸資産未実現利益 6,800

固定資産現物出資差額 405

その他有価証券評価差額金 24,071

税務上の繰越欠損金 115,940

その他 15,960

繰延税金資産小計 416,648

評価性引当額 △339,929

繰延税金資産合計 76,719

繰延税金負債   

特別償却準備金 682

固定資産現物出資差額 846

資産除去債務 －

繰延税金負債合計 1,528

繰延税金資産の純額 60,296

繰延税金負債   

特別償却準備金 －

固定資産現物出資差額 －

資産除去債務 444

繰延税金負債合計 444

繰延税金資産の純額 76,275

 繰延税金資産の純額は、連結貸借対照表の以下の項目

に含まれております。 

 繰延税金資産の純額は、連結貸借対照表の以下の項目

に含まれております。 

  (単位:千円) 

流動資産－繰延税金資産 28,773

固定資産－繰延税金資産 32,369

固定負債－繰延税金負債 846

  (単位:千円) 

流動資産－繰延税金資産 42,837

固定資産－繰延税金資産 33,438

固定負債－繰延税金負債 －
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前連結会計年度（自平成22年１月１日 至平成22年12月31日） 

 電子部品受託加工事業の売上高、営業利益及び資産の金額は、全セグメントの売上高の合計、営業利益及び

全セグメントの資産の金額の合計額に占める割合がいずれも90％超であるため、事業の種類別のセグメント情

報の記載を省略しております。 

  

前連結会計年度 
（平成22年12月31日） 

当連結会計年度 
（平成23年12月31日） 

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との間に重要な差異がある時の、当該差異の原因

となった主要な項目別の内訳 

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との間に重要な差異がある時の、当該差異の原因

となった主要な項目別の内訳 

  

  

連結財務諸表提出会社の法定実効税率 40.4％

（調整）   

交際費等永久に損金に算入されない項目 0.1％

住民税均等割等 0.5％

評価性引当額の増加  3.7％

税額控除  △0.1％

在外子会社の税率の差異 △0.6％

連結修正による影響額 △2.0％

その他 0.8％

税効果会計適用後の法人税等の負担率 42.8％

  

  

連結財務諸表提出会社の法定実効税率 ％40.4

（調整）   

交際費等永久に損金に算入されない項目 ％0.1

住民税均等割等 ％0.3

評価性引当額の増加  ％3.2

税額控除  ％△0.1

在外子会社の税率の差異 ％5.7

連結修正による影響額 ％△2.8

その他 ％0.7

税効果会計適用後の法人税等の負担率 ％47.5

― ３．法人税等の税率の変更による繰延税金資産及び繰延

税金負債の金額の修正  

 平成23年12月２日に「経済社会の構造の変化に対応

した税制の構築を図るための所得税法等の一部を改正

する法律」(平成23年法律第114号)及び「東日本大震災

からの復興のための施策を実施するために必要な財源

の確保に関する特別措置法」(平成23年法律第117号)が

公布され、平成24年４月１日以降開始する事業年度よ

り法人税率が変更されることとなりました。これに伴

い、繰延税金資産及び繰延税金負債の計算に使用され

る法定実効税率は、一時差異等に係る解消時期に応じ

て以下のとおりとなります。 

 平成24年12月31日まで                   40.44％ 

 平成25年１月１日から平成27年12月31日  38.25％ 

 平成28年１月１日以降                   35.38％ 

 この税率の変更により、繰延税金資産の純額が3,225

千円減少し、当連結会計年度に費用計上された法人税

等の金額が3,225千円増加しております。 

  

（セグメント情報等）

ａ．事業の種類別セグメント情報
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前連結会計年度（自 平成22年１月１日 至 平成22年12月31日） 

 （注）１．国又は地域の区分は、地理的近接度によっております。 

２．本邦以外の区分に属する主な国又は地域 

アジア……中国、台湾、ベトナム等 

３．当連結会計年度における営業費用のうち、消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用の金額は 279,925

千円であり、その主なものは親会社の管理部門に係る費用であります。 

４．当連結会計年度における資産のうち消去又は全社の項目に含めた全社資産の金額は1,483,359千円であり、

その主なものは親会社での余資運用資金（現金預金）、保険積立金、長期投資資金（投資有価証券）であり

ます。 

  

  

前連結会計年度（自 平成22年１月１日 至 平成22年12月31日） 

 （注）１．国又は地域の区分は、地理的近接度によっております。 

２．各区分に属する国又は地域の内訳 

アジア…中国、台湾、ベトナム等 

３．海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高であります。 

  

ｂ．所在地別セグメント情報

  
日本 

（千円） 
アジア
（千円） 

計（千円）
消去又は全社 
（千円） 

連結（千円）

Ⅰ 売上高及び営業損益           

売上高           

(1）外部顧客に対する売上高  14,904,457  21,524,070  36,428,527       －  36,428,527

(2）セグメント間の内部売上高

又は振替高 
 4,686,601  2,840,270  7,526,871  (7,526,871)       －

計  19,591,058  24,364,340  43,955,398  (7,526,871)  36,428,527

営業費用  18,594,201  24,411,295  43,005,496  (7,254,071)  35,751,425

営業利益または営業損失(△)  996,857  △46,954  949,902  (272,800)  677,102

Ⅱ 資産  14,716,931  12,389,429  27,106,360  (6,580,536)  20,525,824

ｃ．海外売上高

  アジア 計 

Ⅰ 海外売上高（千円）  21,437,735  21,437,735

Ⅱ 連結売上高（千円）       －  36,428,527

Ⅲ 連結売上高に占める海外売上高の割合（％）  58.8  58.8
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（追加情報） 

   当連結会計年度より、「セグメント情報等の開示に関する会計基準」（企業会計基準第17号 平成21年３

月27日）及び「セグメント情報等の開示に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第20号 平成

20年３月21日）を適用しております。 

  

  

１．報告セグメントの概要 

当社の報告セグメントは、当社グループの構成単位のうち分離された財務情報が入手可能であり、取締役

会が、経営資源の配分の決定及び業績を評価するために、定期的に検討を行う対象となっているものであり

ます。 

当社グループは、生産・販売を基礎とした所在地別のセグメントから構成されており、「日本」及び「ア

ジア」の２つを報告セグメントとしております。 

 各報告セグメントでは、主にプリント配線基板への電子部品実装、デジタルカメラ用のレンズ周辺、移動

式端末及び医療機器等の組立加工を行なっております。 

 また、各々の現地法人はそれぞれ独立した経営単位であり、各地域の包括的な戦略を立案し、事業活動を

展開しております。 

   

  

２．報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産、負債その他の項目の金額の算定方法 

 報告されている事業セグメントの会計処理の方法は、「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項」

における記載と概ね同一であります。 

 報告セグメントの利益は、営業利益ベースの金額であります。 

 セグメント間の内部売上高及び振替高は市場実勢価格に基づいております。  

  

   

３．報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産、負債その他の項目の金額に関する情報 

前連結会計年度（自平成22年１月１日 至平成22年12月31日） 

（注）１ セグメント利益の調整額△272,800千円には、セグメント間取引消去7,125千円、各報告セグメントに配 

    分していない全社費用△279,925千円が含まれております。全社費用は、主に報告セグメントに帰属しな 

        い一般管理費であります。 

２ セグメント資産の調整額△6,580,536千円には、セグメント間取引消去△8,063,896千円及び各報告セグ 

 メントに配分していない全社資産1,483,359千円が含まれております。全社資産の主なものは、親会社で 

 の余資運用資金(現金預金)、保険積立金、長期投資資金(投資有価証券)であります。 

３ セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。 

ｄ．セグメント情報

  （単位：千円）

  

報告セグメント

合計 
調整額 

（注１,２） 
連結財務諸表
計上額（注３）

日本 アジア

売上高           

外部顧客への売上高  14,904,457  21,524,070  36,428,527  －  36,428,527

セグメント間の内部売上高又は
振替高  4,686,601  2,840,270  7,526,871  (7,526,871)  －

計  19,591,058  24,364,340  43,955,398  (7,526,871)  36,428,527

セグメント利益又は損失（△）  996,857  △46,954  949,902  (272,800)  677,102

セグメント資産  14,716,931  12,389,429  27,106,360  (6,580,536)  20,525,824

その他の項目  

減価償却費  237,100  343,595  580,695  (7,534)  573,161

有形固定資産及び無形固定資産

の増加額 
 206,895  364,587  571,482  －  571,482
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 当連結会計年度（自平成23年１月１日 至平成23年12月31日） 

（注）１ セグメント利益の調整額△261,520千円には、セグメント間取引消去12,518千円、各報告セグメントに 

    配分していない全社費用△274,039千円が含まれております。全社費用は、主に報告セグメントに帰属し 

    ない一般管理費であります。 

 ２ セグメント資産の調整額△5,671,892千円には、セグメント間取引消去△6,767,505千円及び各報告セグ 

  メントに配分していない全社資産1,095,612千円が含まれております。全社資産の主なものは、親会社で 

  の余資運用資金(現金預金)、保険積立金、長期投資資金(投資有価証券)であります。 

 ３ セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。 

  （単位：千円）

  

報告セグメント

合計 
調整額 

（注１,２） 
  

連結財務諸表
計上額（注３）

  日本 アジア

売上高           

外部顧客への売上高  15,693,225  22,478,907  38,172,132  －  38,172,132

セグメント間の内部売上高又は
振替高  4,179,814  2,873,133  7,052,948  (7,052,948)  －

計  19,873,039  25,352,040  45,225,080  (7,052,948)  38,172,132

セグメント利益又は損失（△）  1,443,169  △211,624  1,231,545  (261,520)  970,024

セグメント資産  15,782,044  11,346,536  27,128,580  (5,671,892)  21,456,687

その他の項目  

減価償却費  212,414  335,725  548,140  (7,534)  540,605

有形固定資産及び無形固定資産

の増加額 
 1,178,185  266,412  1,444,597  －  1,444,597
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前連結会計年度（自 平成22年１月１日 至 平成22年12月31日） 

 該当事項はありません。  

  

当連結会計年度（自 平成23年１月１日 至 平成23年12月31日） 

 該当事項はありません。  

  

 （注） １株当たり当期純利益の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

  

  

 該当事項はありません。 

  

  

  

 金融商品、有価証券、デリバティブ取引、退職給付、賃貸等不動産に関する注記事項については、決算短信における開

示の必要性が大きくないと考えられるため開示を省略しております。   

（関連当事者情報）

（１株当たり情報）

前連結会計年度 
（自 平成22年１月１日 
至 平成22年12月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成23年１月１日 
至 平成23年12月31日） 

１株当たり純資産額 円 銭768 89

１株当たり当期純利益 円 銭119 44

１株当たり純資産額 円 銭912 13

１株当たり当期純利益 円 銭173 41

 なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益について

は、潜在株式が存在しないため記載しておりません。 

 なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益について

は、潜在株式が存在しないため記載しておりません。 

項目 
前連結会計年度

（自 平成22年１月１日 
至 平成22年12月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成23年１月１日 
至 平成23年12月31日） 

当期純利益（千円）  322,481  467,848

普通株主に帰属しない金額（千円）       －       －

普通株式に係る当期純利益（千円）  322,481  467,848

期中平均株式数（株）  2,699,911  2,697,855

（重要な後発事象）

(開示の省略)
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５．個別財務諸表 
（１）貸借対照表 

（単位：千円）

前事業年度 
(平成22年12月31日) 

当事業年度 
(平成23年12月31日) 

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 871,592 501,490

受取手形 ※4  530,165 ※4  509,414

売掛金 ※2  4,481,764 ※2  4,478,176

商品及び製品 200,813 356,160

仕掛品 201,495 149,278

原材料及び貯蔵品 1,354,654 1,549,174

前払費用 35,546 32,576

繰延税金資産 22,037 28,745

未収消費税等 147,960 150,290

未収入金 ※2  14,413 ※2  25,356

その他 560 471

流動資産合計 7,861,004 7,781,135

固定資産   

有形固定資産   

建物 1,926,062 2,627,290

減価償却累計額 △1,310,201 △1,364,490

建物（純額） ※1  615,860 ※1  1,262,800

構築物 183,109 277,423

減価償却累計額 △170,673 △175,647

構築物（純額） 12,436 101,776

機械及び装置 1,333,862 1,258,616

減価償却累計額 △1,033,410 △998,108

機械及び装置（純額） 300,452 260,507

車両運搬具 40,205 41,219

減価償却累計額 △22,748 △28,510

車両運搬具（純額） 17,456 12,708

工具、器具及び備品 495,563 530,570

減価償却累計額 △313,569 △362,072

工具、器具及び備品（純額） 181,993 168,498

土地 ※1  185,568 ※1  465,568

有形固定資産合計 1,313,768 2,271,860

無形固定資産   

借地権 33,700 33,700

その他 3,925 4,667

無形固定資産合計 37,625 38,367
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（単位：千円）

前事業年度 
(平成22年12月31日) 

当事業年度 
(平成23年12月31日) 

投資その他の資産   

投資有価証券 234,274 190,751

関係会社株式 4,506,869 4,506,869

出資金 10 10

破産更生債権等 19,062 19,062

長期前払費用 36,124 38,732

保険積立金 377,492 403,370

繰延税金資産 32,368 33,096

その他 ※2  47,521 ※2  48,069

貸倒引当金 △52,318 △51,506

投資その他の資産合計 5,201,405 5,188,456

固定資産合計 6,552,799 7,498,683

資産合計 14,413,803 15,279,818

負債の部   

流動負債   

支払手形 1,725,819 1,742,844

買掛金 2,103,672 1,589,041

1年内返済予定の長期借入金 ※1  1,965,288 ※1  2,395,198

1年内償還予定の社債 ※1  370,500 ※1  397,000

リース債務 2,602 2,036

未払金 128,170 136,924

未払費用 1,632 8,388

未払法人税等 185,283 249,369

預り金 16,972 18,561

その他 2,032 1,508

流動負債合計 6,501,975 6,540,872

固定負債   

社債 ※1  410,250 ※1  513,250

長期借入金 ※1  4,486,885 ※1  4,837,692

リース債務 8,056 6,019

退職給付引当金 24,869 35,090

資産除去債務 － 2,642

その他 1,000 1,000

固定負債合計 4,931,060 5,395,695

負債合計 11,433,035 11,936,567
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（単位：千円）

前事業年度 
(平成22年12月31日) 

当事業年度 
(平成23年12月31日) 

純資産の部   

株主資本   

資本金 856,300 856,300

資本剰余金   

資本準備金 563,300 563,300

資本剰余金合計 563,300 563,300

利益剰余金   

利益準備金 47,157 47,157

その他利益剰余金   

特別償却準備金 850 －

別途積立金 1,100,000 1,100,000

繰越利益剰余金 429,404 836,161

利益剰余金合計 1,577,412 1,983,318

自己株式 △112 △2,547

株主資本合計 2,996,899 3,400,371

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金 △15,581 △56,989

繰延ヘッジ損益 △549 △130

評価・換算差額等合計 △16,131 △57,119

純資産合計 2,980,768 3,343,251

負債純資産合計 14,413,803 15,279,818
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（２）損益計算書 

（単位：千円）

前事業年度 
(自 平成22年１月１日 
 至 平成22年12月31日) 

当事業年度 
(自 平成23年１月１日 
 至 平成23年12月31日) 

売上高   

製品売上高 16,324,980 16,275,061

商品売上高 2,813,396 2,436,678

技術援助料 117,159 116,915

売上高合計 ※1  19,255,535 ※1  18,828,656

売上原価   

製品売上原価   

製品期首たな卸高 205,830 63,634

当期製品製造原価 15,119,276 15,013,694

合計 15,325,106 15,077,329

製品期末たな卸高 63,634 188,822

製品売上原価 15,261,471 14,888,507

商品売上原価   

商品期首たな卸高 130,335 137,179

当期商品仕入高 2,674,523 2,326,128

合計 2,804,859 2,463,307

商品期末たな卸高 137,179 167,337

商品売上原価 2,667,680 2,295,969

売上原価合計 ※1, ※7  17,929,151 ※1, ※7  17,184,476

売上総利益 1,326,384 1,644,179

販売費及び一般管理費 ※2, ※3  795,884 ※2, ※3  780,583

営業利益 530,500 863,595

営業外収益   

受取利息 725 346

受取配当金 4,590 6,469

仕入割引 3,417 1,993

消耗品等売却益 2,199 2,512

受取賃貸料 ※1  49,532 ※1  55,842

為替差益 1,771 6,975

その他 18,921 35,749

営業外収益合計 81,159 109,888

営業外費用   

支払利息 122,210 122,498

社債利息 9,701 6,301

支払手数料 33,681 24,845

社債発行費 4,883 4,041

その他 12,795 12,141

営業外費用合計 183,272 169,828

経常利益 428,387 803,655
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（単位：千円）

前事業年度 
(自 平成22年１月１日 
 至 平成22年12月31日) 

当事業年度 
(自 平成23年１月１日 
 至 平成23年12月31日) 

特別利益   

固定資産売却益 ※4  668 －

投資有価証券売却益 2 －

保険解約返戻金 － 1,333

特別利益合計 670 1,333

特別損失   

固定資産売却損 － ※5  404

固定資産除却損 ※6  747 ※6  4,649

投資有価証券売却損 4 －

投資有価証券評価損 4,300 3,528

関係会社株式評価損 17,420 －

貸倒引当金繰入額 17,656 －

災害による損失 － 6,463

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 － 1,427

特別損失合計 40,129 16,472

税引前当期純利益 388,928 788,516

法人税、住民税及び事業税 202,167 367,380

法人税等調整額 △19,982 △7,719

法人税等合計 182,185 359,661

当期純利益 206,743 428,854
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製造原価明細書

    
前事業年度

（自 平成22年１月１日 
至 平成22年12月31日） 

当事業年度 
（自 平成23年１月１日 
至 平成23年12月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円）
構成比
（％） 

金額（千円） 
構成比
（％） 

Ⅰ 材料費    11,096,474  72.8  10,015,268  67.0

Ⅱ 労務費    793,612  5.2  868,425  5.8

Ⅲ 外注加工費    2,592,796  17.0  3,387,959  22.6

Ⅳ 経費 ※１  765,742  5.0  689,823  4.6

当期総製造費用      15,248,625  100.0    14,961,477  100.0

仕掛品期首たな卸高    72,146    201,495   

合計     15,320,771     15,162,973   

仕掛品期末たな卸高    201,495    149,278   

当期製品製造原価    15,119,276    15,013,694   

            

前事業年度
（自 平成22年１月１日 
至 平成22年12月31日） 

当事業年度 
（自 平成23年１月１日 
至 平成23年12月31日） 

（原価計算の方法） 

 当社の原価計算は、製品別個別原価計算による実際原

価計算であります。 

（原価計算の方法） 

同左 

※１ 経費の主な内訳 ※１ 経費の主な内訳 

減価償却費 千円218,577

修繕費 千円30,865

消耗品費 千円255,474

水道光熱費 千円44,421

損害保険料 千円7,837

リース料 千円75,860

減価償却費 千円189,998

修繕費 千円26,764

消耗品費 千円222,729

水道光熱費 千円45,174

損害保険料 千円4,897

リース料 千円77,078

株式会社大日光・エンジニアリング(6635)平成23年12月期決算短信

38



（３）株主資本等変動計算書 

（単位：千円）

前事業年度 
(自 平成22年１月１日 
 至 平成22年12月31日) 

当事業年度 
(自 平成23年１月１日 
 至 平成23年12月31日) 

株主資本   

資本金   

前期末残高 856,300 856,300

当期変動額   

当期変動額合計 － －

当期末残高 856,300 856,300

資本剰余金   

資本準備金   

前期末残高 563,300 563,300

当期変動額   

当期変動額合計 － －

当期末残高 563,300 563,300

資本剰余金合計   

前期末残高 563,300 563,300

当期変動額   

当期変動額合計 － －

当期末残高 563,300 563,300

利益剰余金   

利益準備金   

前期末残高 47,157 47,157

当期変動額   

当期変動額合計 － －

当期末残高 47,157 47,157

その他利益剰余金   

特別償却準備金   

前期末残高 1,353 850

当期変動額   

特別償却準備金の取崩 △502 △850

当期変動額合計 △502 △850

当期末残高 850 －

別途積立金   

前期末残高 1,100,000 1,100,000

当期変動額   

当期変動額合計 － －

当期末残高 1,100,000 1,100,000

繰越利益剰余金   

前期末残高 245,107 429,404

当期変動額   

剰余金の配当 △22,949 △22,948

特別償却準備金の取崩 502 850

当期純利益 206,743 428,854

当期変動額合計 184,296 406,757

当期末残高 429,404 836,161

株式会社大日光・エンジニアリング(6635)平成23年12月期決算短信

39



（単位：千円）

前事業年度 
(自 平成22年１月１日 
 至 平成22年12月31日) 

当事業年度 
(自 平成23年１月１日 
 至 平成23年12月31日) 

利益剰余金合計   

前期末残高 1,393,617 1,577,412

当期変動額   

剰余金の配当 △22,949 △22,948

当期純利益 206,743 428,854

当期変動額合計 183,794 405,906

当期末残高 1,577,412 1,983,318

自己株式   

前期末残高 △50 △112

当期変動額   

自己株式の取得 △61 △2,435

当期変動額合計 △61 △2,435

当期末残高 △112 △2,547

株主資本合計   

前期末残高 2,813,167 2,996,899

当期変動額   

剰余金の配当 △22,949 △22,948

当期純利益 206,743 428,854

自己株式の取得 △61 △2,435

当期変動額合計 183,732 403,471

当期末残高 2,996,899 3,400,371

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金   

前期末残高 △65,067 △15,581

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 49,485 △41,407

当期変動額合計 49,485 △41,407

当期末残高 △15,581 △56,989

繰延ヘッジ損益   

前期末残高 △343 △549

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △206 418

当期変動額合計 △206 418

当期末残高 △549 △130

評価・換算差額等合計   

前期末残高 △65,410 △16,131

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 49,279 △40,988

当期変動額合計 49,279 △40,988

当期末残高 △16,131 △57,119
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（単位：千円）

前事業年度 
(自 平成22年１月１日 
 至 平成22年12月31日) 

当事業年度 
(自 平成23年１月１日 
 至 平成23年12月31日) 

純資産合計   

前期末残高 2,747,756 2,980,768

当期変動額   

剰余金の配当 △22,949 △22,948

当期純利益 206,743 428,854

自己株式の取得 △61 △2,435

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 49,279 △40,988

当期変動額合計 233,012 362,482

当期末残高 2,980,768 3,343,251
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 該当事項はありません。  

  

  

  

  

継続企業の前提に関する注記

重要な会計方針

項目 
前事業年度

（自 平成22年１月１日 
至 平成22年12月31日） 

当事業年度 
（自 平成23年１月１日 
至 平成23年12月31日） 

１．有価証券の評価基準及び

評価方法 

子会社株式 

移動平均法による原価法 

子会社株式 

同左 

  その他有価証券 

(1）時価のあるもの 

決算日の市場価格等に基づく時価法

（評価差額は全部純資産直入法によ

り処理し、売却原価は移動平均法に

より算定） 

その他有価証券 

(1）時価のあるもの 

同左 

  (2）時価のないもの 

移動平均法による原価法 

(2）時価のないもの 

同左 

２．デリバティブ等の評価基

準及び評価方法 

デリバティブ 

時価法 

デリバティブ 

同左 

３．たな卸資産の評価基準及

び評価方法 

(1）製品 

  先入先出法による原価法(貸借対照表 

 価額は収益性の低下に基づく簿価切下 

 げの方法により算定) 

(1）製品 

同左 

  (2）商品、原材料、仕掛品 

  総平均法による原価法(貸借対照表価 

 額は収益性の低下に基づく簿価切下げ 

 の方法により算定) 

(2）商品、原材料、仕掛品 

同左 

  (3）貯蔵品 

  最終仕入原価法(貸借対照表価額は収 

 益性の低下に基づく簿価切下げの方法 

 により算定) 

(3）貯蔵品 

同左 
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項目 
前事業年度

（自 平成22年１月１日 
至 平成22年12月31日） 

当事業年度 
（自 平成23年１月１日 
至 平成23年12月31日） 

４．固定資産の減価償却の方

法 

(1）有形固定資産(リース資産除く) 

定率法を採用しております。 

 ただし、平成10年４月１日以降に取

得した建物（附属設備を除く）につい

ては、定額法を採用しております。 

 なお、主な耐用年数は次の通りであ

ります。 

建物          ７～50年 

機械及び装置      ２～８年 

 なお、取得価額10万円以上20万円未

満の少額減価償却資産については、３

年間で均等償却する方法によっており

ます。 

(1）有形固定資産(リース資産除く) 

同左 

  (2）無形固定資産(リース資産除く) 

 定額法を採用しております。 

 なお、ソフトウエア（自社利用）に

ついては、社内における利用可能期間

（５年）に基づく定額法を採用してお

ります。 

(2）無形固定資産(リース資産除く) 

同左 

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

(3）リース資産 

  リース期間を耐用年数とし、残存価 

 額を零(残価保証の取決めがある場合 

 は、残価保証額)とする定額法を採用し 

 ております。 

  なお、所有権移転外ファイナンス・ 

 リース取引のうち、リース取引開始日 

 が平成20年12月31日以前のものについ 

 ては、通常の賃貸借取引に係る方法に 

 準じた会計処理によっております。 

(3）リース資産 

同左 

５．繰延資産の処理方法 (1）社債発行費 

  支出時に全額費用として処理してお 

 ります。  

(1）社債発行費 

同左 

６．引当金の計上基準 (1）貸倒引当金 

 債権の貸倒れによる損失に備えるた

め、一般債権については貸倒実績率に

より、貸倒懸念債権等特定の債権につ

いては個別に回収可能性を検討し、回

収不能見込額を計上しております。 

(1）貸倒引当金 

同左  

  (2）退職給付引当金 

 従業員の退職給付に備えるため、当事

業年度末における退職給付債務及び年金

資産の見込額に基づき計上しておりま

す。 

(2）退職給付引当金 

 従業員の退職給付に備えるため、当事

業年度末における退職給付債務の見込額

に基づき計上しております。 
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項目 
前事業年度

（自 平成22年１月１日 
至 平成22年12月31日） 

当事業年度 
（自 平成23年１月１日 
至 平成23年12月31日） 

  (追加情報)  

  当社は、確定給付型の制度としての適

格退職年金制度を設けておりましたが、

平成22年12月1日付で適格退職年金制度

を、確定拠出年金制度および退職一時金

制度に移行いたしました。当該移行に伴

い「退職給付制度間の移行等に関する会

計処理」（企業会計基準適用指針第1号）

および「退職給付制度間の移行等の会計

処理に関する実務上の取扱い」（実務対

応報告第2号）を適用しており、この結

果、移行に伴う影響額として8,225千円計

上しております。 

  

  (3）役員賞与引当金 

 役員に対して支給する賞与の支出に

充てるため、当事業年度における支給

見込額基準に基づき、当事業年度の負

担額を計上しております。 

(3）役員賞与引当金 

       同左 

７．ヘッジ会計の方法 (1）ヘッジ会計の方法 

 繰延ヘッジ処理によっております。

また、為替予約等が付されている外貨

建金銭債権債務については、振当処理

の要件を満たしているものは振当処理

を行っております。さらに、金利スワ

ップについては、特例処理の要件を満

たしているものは特例処理を採用して

おります。 

(1）ヘッジ会計の方法 

 繰延ヘッジ処理によっております。

また、為替予約等が付されている外貨

建金銭債権債務については、振当処理

の要件を満たしているものは振当処理

を行っております。 

  (2）ヘッジ手段とヘッジ対象 (2）ヘッジ手段とヘッジ対象 

  （ヘッジ手段） （ヘッジ対象） 

為替予約 外貨建金銭債権債務

金利スワップ 借入金の利息 

（ヘッジ手段） （ヘッジ対象） 

為替予約 外貨建金銭債権債務

  (3）ヘッジ方針 

 外貨建取引の為替相場の変動リスク

を回避する目的で為替予約取引を行

い、また、借入金の金利変動リスクを

回避する目的で金利スワップ取引を行

っており、ヘッジ対象の認識は個別契

約ごとに行っております。 

(3）ヘッジ方針 

 外貨建取引の為替相場の変動リスク

を回避する目的で為替予約取引を行っ

ており、ヘッジ対象の認識は個別契約

ごとに行っております。 

  (4）ヘッジの有効性の評価方法 

 為替予約の締結時に、社内管理規程

に従って外貨建による同一金額で同一

期日の為替予約を振当てているため、

その後の為替相場の変動による相関関

係は完全に確保されているため、決算

日における有効性の評価を省略してお

ります。 

 また、特例処理によっている金利ス

ワップについては、明らかに高い有効

性が認められるため、有効性の評価を

省略しております。 

(4）ヘッジの有効性の評価方法 

 為替予約の締結時に、社内管理規程

に従って外貨建による同一金額で同一

期日の為替予約を振当てているため、

その後の為替相場の変動による相関関

係は完全に確保されているため、決算

日における有効性の評価を省略してお

ります。 

  

８．その他財務諸表作成のた

めの基本となる重要な事

項 

消費税等の会計処理 

 消費税及び地方消費税の会計処理は、

税抜方式によっております。 

消費税等の会計処理 

同左 
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会計処理方法の変更

前事業年度
（自 平成22年１月１日 
至 平成22年12月31日） 

当事業年度 
（自 平成23年１月１日 
至 平成23年12月31日） 

― （資産除去債務に関する会計基準の適用） 

 当事業年度より、「資産除去債務に関する会計基準」

(企業会計基準第18号 平成20年３月31日)及び、「資産

除去債務に関する会計基準の適用指針」(企業会計基準適

用指針第21号 平成20年３月31日)を適用しております。

これにより、営業利益及び経常利益はそれぞれ116千円、

税引前当期純利益は1,544千円減少しております。また、

当会計基準等の適用開始による資産除去債務の変動額は

2,590千円であります。 
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注記事項

（貸借対照表関係）

前事業年度
（平成22年12月31日） 

当事業年度 
（平成23年12月31日） 

※１ 担保資産及び担保付債務 

担保に供している資産は次のとおりであります。 

※１ 担保資産及び担保付債務 

担保に供している資産は次のとおりであります。 

建物 千円341,829

土地 千円136,336

合計 千円478,165

建物 千円318,324

土地 千円416,336

合計 千円734,660

担保付債務は次のとおりであります。 担保付債務は次のとおりであります。 

一年内返済予定長期借入金 千円1,275,268

一年内償還予定社債 千円148,500

社債 千円128,250

長期借入金 千円3,208,265

合計 千円4,760,283

一年内返済予定長期借入金 千円1,468,222

一年内償還予定社債 千円168,000

社債 千円160,250

長期借入金 千円3,249,953

合計 千円5,046,425

※２ 区分掲記されたもの以外の資産・負債に含まれる

関係会社残高 

※２ 区分掲記されたもの以外の資産・負債に含まれる

関係会社残高 

売掛金 千円804,560

未収入金 千円6,145

上記以外の資産 千円17,656

買掛金 千円679,263

売掛金 千円607,121

未収入金 千円12,903

上記以外の資産 千円16,843

買掛金 千円603,921

未払金 千円15

３ 偶発債務 

 次の関係会社等について、金融機関からの銀行債

務等に対し債務保証を行っております。 

３ 偶発債務 

 次の関係会社等について、金融機関からの銀行債

務等に対し債務保証を行っております。 

TORIS ENGINEERING PRETEC  

HONG KONG LTD. 
千円1,084,631

NEW TORIS ELECTRONICS  

(SHENZHEN) LTD. 
千円491,339

TORIS ELECTRONICS (WUXI)  

CO., LTD. 
千円988,770

合計 千円2,564,741

TORIS ENGINEERING PRETEC  

HONG KONG LTD. 
千円660,900

NEW TORIS ELECTRONICS  

(SHENZHEN) LTD. 
千円388,765

TORIS ELECTRONICS (WUXI)  

CO., LTD. 
千円1,193,486

合計 千円2,243,152

※４ 期末日満期手形 

 期末日満期手形の会計処理については、手形交換

日をもって決済処理しております。なお、当期末日

が金融機関の休日であったため、次の期末日満期手

形が期末残高に含まれております。 

※４ 期末日満期手形 

 期末日満期手形の会計処理については、手形交換

日をもって決済処理しております。なお、当期末日

が金融機関の休日であったため、次の期末日満期手

形が期末残高に含まれております。 

受取手形 千円24,796 受取手形 千円32,541

５ 当社は運転資金の効率的な調達を行うため取引銀

行４行と貸出コミットメント契約を締結しておりま

す。これらの契約に基づく当事業年度末の借入未実

行残高は次のとおりであります。 

５ 当社は運転資金の効率的な調達を行うため取引銀

行４行と貸出コミットメント契約を締結しておりま

す。これらの契約に基づく当事業年度末の借入未実

行残高は次のとおりであります。 

貸出コミットメントの総額 千円2,200,000

借入実行残高 千円－

差引額 千円2,200,000

貸出コミットメントの総額 千円2,200,000

借入実行残高 千円－

差引額 千円2,200,000
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（損益計算書関係）

    

前事業年度
（自 平成22年１月１日 
至 平成22年12月31日） 

当事業年度 
（自 平成23年１月１日 
至 平成23年12月31日） 

※１ 関係会社との取引に係るものが次のとおり含まれ

ております。 

※１ 関係会社との取引に係るものが次のとおり含まれ

ております。 

関係会社への売上高 千円4,672,447

関係会社からの仕入高 千円3,257,745

関係会社からの受取賃貸料 千円44,138

関係会社への売上高 千円4,185,144

関係会社からの仕入高 千円3,962,593

関係会社からの受取賃貸料 千円49,979

※２ 販売費に属する費用のおおよその割合は ％、一

般管理費に属する費用のおおよその割合は ％で

あります。 

35

65

※２ 販売費に属する費用のおおよその割合は ％、一

般管理費に属する費用のおおよその割合は ％で

あります。 

28

72

販売費及び一般管理費の主なもの 販売費及び一般管理費の主なもの 

運搬費 千円266,999

役員報酬 千円104,865

従業員給与手当 千円131,145

支払手数料 千円50,563

減価償却費 千円14,917

退職給付費用 千円3,577

運搬費 千円254,776

役員報酬 千円125,772

従業員給与手当 千円125,011

支払手数料 千円55,040

減価償却費 千円18,699

退職給付費用 千円4,612

※３ 一般管理費に含まれる研究開発費 千円23,872 ※３ 一般管理費に含まれる研究開発費 千円29,181

※４ 固定資産売却益の内訳は以下のとおりでありま

す。  

  

機械及び装置 千円668

計 千円668

  

   ※５ 固定資産売却損の内訳は以下のとおりでありま

す。 

  車両運搬具 千円1

機械及び装置 千円402

計 千円404

※６ 固定資産除却損の内訳は以下のとおりでありま

す。  

※６ 固定資産除却損の内訳は以下のとおりでありま

す。  

  

※７ 期末たな卸高は収益性の低下に伴う簿価切り下げ後

の金額であり、次のたな卸資産評価損が売上原価に

含まれております。  

 15,221千円  

建物 千円98

車両運搬具 千円62

工具、器具及び備品 千円587

計 千円747   

※７ 期末たな卸高は収益性の低下に伴う簿価切り下げ後

の金額であり、次のたな卸資産評価損が売上原価に

含まれております。  

 千円  

機械及び装置 千円4,627

工具、器具及び備品 千円21

計 千円4,649

89,620
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前事業年度（自 平成22年１月１日 至 平成22年12月31日） 

 １．自己株式の種類及び株式数に関する事項 

 (注)普通株式の自己株式の株式数の増加０千株は、単元未満株式の買取りによるものです。 

  

当事業年度（自 平成23年１月１日 至 平成23年12月31日） 

 １．自己株式の種類及び株式数に関する事項 

 (注)普通株式の自己株式の株式数の増加５千株は、主に取締役会決議による自己株式の取得５千株によるものです。 

（株主資本等変動計算書関係）

株式の種類 
前事業年度末株式数 

(千株) 
当事業年度増加株式数

(千株) 
当事業年度減少株式数 

(千株) 
当事業年度末株式数

(千株) 

  普通株式  0  0  －  0

株式の種類 
前事業年度末株式数 

(千株) 
当事業年度増加株式数

(千株) 
当事業年度減少株式数 

(千株) 
当事業年度末株式数

(千株) 

  普通株式  0  5  －  5
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（リース取引関係）

前事業年度
（自 平成22年１月１日 
至 平成22年12月31日） 

当事業年度 
（自 平成23年１月１日 
至 平成23年12月31日） 

１ ファイナンス・リース取引(借主側) 

所有権移転外ファイナンス・リース取引 

(1) リース資産の内容 

  有形固定資産 

   当社における社用車(車両運搬具) 

     であります。 

１ ファイナンス・リース取引(借主側) 

所有権移転外ファイナンス・リース取引 

(1) リース資産の内容 

同左 

(2) リース資産の減価償却の方法 

   重要な会計方針「４.固定資産の減価償却の方法」 

  に記載しております。  

   なお、所有権移転外ファイナンス・リース取引の 

  うち、リース取引開始日が、平成20年12月31日以前 

  のリース取引については、通常の賃貸借取引に係る 

  方法に準じた会計処理によっており、その内容は次 

  のとおりであります。  

(2) リース資産の減価償却の方法 

同左 

① リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額及び期末残高相当額  

① リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額及び期末残高相当額  

  
取得価額相
当額 
（千円） 

減価償却累
計額相当額 
（千円） 

期末残高相
当額 
（千円） 

機械及び装置  282,950  214,431  68,518

工具、器具及
び備品  3,253  2,407  846

ソフトウエア  125,426  74,526  50,899

合計  411,630  291,365  120,264

  
取得価額相
当額 
（千円） 

減価償却累
計額相当額 
（千円） 

期末残高相
当額 
（千円） 

機械及び装置  282,950  253,463  29,486

工具、器具及
び備品  3,253  3,058  195

ソフトウエア  125,426  99,611  25,814

合計  411,630  356,132  55,497

② 未経過リース料期末残高相当額等 

未経過リース料期末残高相当額 

② 未経過リース料期末残高相当額等 

未経過リース料期末残高相当額 

１年以内 千円68,738

１年超 千円58,249

合計 千円126,987

１年以内 千円41,074

１年超 千円17,174

合計 千円58,249

③ 支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相当

額 

③ 支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相当

額 

支払リース料 千円78,163

減価償却費相当額 千円72,894

支払利息相当額 千円4,076

支払リース料 千円71,027

減価償却費相当額 千円66,260

支払利息相当額 千円2,288

④ 減価償却費相当額の算定方法 

  リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定 

 額法によっております。 

④ 減価償却費相当額の算定方法 

同左 

⑤ 利息相当額の算定方法 

  リース料総額とリース物件の取得価額相当額との差 

 額を利息相当額とし、各期への配分方法については、 

 利息法によっております。 

⑤ 利息相当額の算定方法 

同左 

２ オペレーティング・リース取引 

―  

２ オペレーティング・リース取引 

未経過リース料 

１年内 千円12,249

１年超 千円28,582

合計 千円40,832

（減損損失について） 

 リース資産に配分された減損損失はありません。 

（減損損失について） 

同左  
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前事業年度（平成22年12月31日現在） 

 子会社株式(貸借対照表計上額、4,506,869千円)は市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と認

められることから、記載しておりません。  

  

当事業年度（平成23年12月31日現在） 

 子会社株式(貸借対照表計上額、4,506,869千円)は市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と認

められることから、記載しておりません。  

  

（有価証券関係）
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（税効果会計関係）

前事業年度
（平成22年12月31日） 

当事業年度 
（平成23年12月31日） 

１ 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳 

１ 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳 

繰延税金資産   

貸倒引当金損金算入限度超過額 千円16,977

未払事業税 千円14,175

無形固定資産減価償却超過額 千円28,814

たな卸資産評価損否認 千円6,155

退職給付引当金 千円10,057

投資有価証券評価損否認 千円24,508

関係会社株式評価損否認 千円7,044

固定資産評価損否認 千円115,362

その他有価証券評価差額金 千円6,301

その他 千円18,353

繰延税金資産小計 千円247,751

評価性引当額 千円△192,662

繰延税金資産合計 千円55,089

繰延税金資産   

貸倒引当金損金算入限度超過額 千円16,648

未払事業税 千円18,769

無形固定資産減価償却超過額 千円27,053

たな卸資産評価損否認 千円36,242

退職給付引当金 千円12,650

投資有価証券評価損否認 千円25,935

関係会社株式評価損否認 千円7,044

固定資産評価損否認 千円115,362

その他有価証券評価差額金 千円23,046

その他 千円15,992

繰延税金資産小計 千円298,744

評価性引当額 千円△236,459

繰延税金資産合計 千円62,285

繰延税金負債   

特別償却準備金 千円682

繰延税金負債合計 千円682

繰延税金資産の純額 千円54,406

繰延税金負債   

特別償却準備金 千円444

繰延税金負債合計 千円444

繰延税金資産の純額 千円61,841

２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の原因となった主な項目別の内訳 

  

２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の原因となった主な項目別の内訳 

  

法定実効税率 ％40.4

（調整）   

交際費等永久に損金に算入されない項目 ％0.1

住民税均等割等 ％0.7

評価性引当額の増加 ％5.7

所得税額控除 ％△0.1

その他 ％0.0

税効果会計適用後の法人税等の負担率 ％46.8

法定実効税率 ％40.4

（調整）   

交際費等永久に損金に算入されない項目 ％0.1

住民税均等割等 ％0.3

評価性引当額の増加 ％4.0

所得税額控除 ％△0.1

その他 ％0.9

税効果会計適用後の法人税等の負担率 ％45.6

―  
  

３．法人税等の税率の変更による繰延税金資産及び繰延

税金負債の金額の修正  

 平成23年12月２日に「経済社会の構造の変化に対応

した税制の構築を図るための所得税法等の一部を改正

する法律」(平成23年法律第114号)及び「東日本大震災

からの復興のための施策を実施するために必要な財源

の確保に関する特別措置法」(平成23年法律第117号)が

公布され、平成24年４月１日以降開始する事業年度よ

り法人税率が変更されることとなりました。これに伴

い、繰延税金資産及び繰延税金負債の計算に使用され

る法定実効税率は、一時差異等に係る解消時期に応じ

て以下のとおりとなります。 

 平成24年12月31日まで                   40.44％ 

 平成25年１月１日から平成27年12月31日  38.25％ 

 平成28年１月１日以降                   35.38％ 

 この税率の変更により、繰延税金資産の純額が3,225

千円減少し、当事業年度に費用計上された法人税等の

金額が3,225千円増加しております。 
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 （注） １株当たり当期純利益の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

  

  

 該当事項はありません。  

  

  

  

(1）役員の異動 

 平成24年２月13日現在、未定であります。 

  

(2）その他 

 該当事項はありません。 

  

（１株当たり情報）

項目 
前事業年度

（自 平成22年１月１日 
至 平成22年12月31日） 

当事業年度 
（自 平成23年１月１日 
至 平成23年12月31日） 

１株当たり純資産額      円06銭 1,104      円 銭 1,240 78

１株当たり当期純利益   円 銭 76 57   円 銭 158 96

  なお、潜在株式調整後１株当たり当

期純利益については、潜在株式が存

在しないため記載しておりません。 

なお、潜在株式調整後１株当たり当

期純利益については、潜在株式が存

在しないため記載しておりません。 

項目 
前事業年度

（自 平成22年１月１日 
至 平成22年12月31日） 

当事業年度 
（自 平成23年１月１日 
至 平成23年12月31日） 

当期純利益（千円）  206,743  428,854

普通株主に帰属しない金額（千円）       －       －

普通株式に係る当期純利益（千円）  206,743  428,854

期中平均株式数（株）  2,699,911  2,697,855

（重要な後発事象）

６．その他
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